
PAZ内の観光客及び民間企業の従業員の数

 PAZ内の観光施設における1日当たりの入場見込み人数は2,746人、民間企業は371社（約4,000人）存在。

 なお、民間企業の従業員の避難方法については、各事業所単位で周知（全面緊急事態で、自家用車等により帰宅）。

＜PAZ内の観光施設の状況＞

[入場見込み人数（冬季）] 約2,746人

地区名 観光地・施設名
観光客入込客延べ数（人）

夏季（8月） 冬季（1月）

鹿島地区

朝日山 1,500 200

佐太神社 2,200 62,000

島根原子力館 8,323 3,213

恵曇海岸 1,800 700

古浦海水浴場 2,256 0

鹿島多久の湯 15,748 18,868

島根地区 ﾏﾘﾝｹﾞｰﾄしまね 454 140

月合計 32,281 85,121

一日当たり平均 1,041 2,746

「令和元年島根県観光動態調査」から推計

＜PAZ内の民間企業の状況＞

地区名 事業所数 従業員数（人）

鹿島地区 260 3,011

生馬地区 24 302

古江地区※ 48 443

島根地区 39 310

合計 371 4,066

出典：平成28年経済ｾﾝｻｽ - 活動調査 町丁・大字別集計
（総務省統計局）

従業員については、通勤に使用する
自家用車またはﾊﾞｽにより避難
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かしま

しまね

かしま

いくま

ふるえ

しまね

あさひやま

さだ

しまね

えとも

こうら

かしま たく

※ 古江地区の一部区域がPAZとUPZにまたがっているため、当該区域のUPZ内の数値を含んでいる。
ふるえ



全面緊急事態で必要となる輸送能力及びその確保

 全面緊急事態で必要となる輸送能力は、自家用車で避難できない住民及び観光施設から避難する一
時滞在者は、合計1,883人分、ﾊﾞｽ60台。

 全面緊急事態発生時には、島根県内のﾊﾞｽ会社が保有する車両により、必要車両台数を確保。
 車両及び運転者については、島根県旅客自動車協会等の協力により、更に余裕を持った台数・人数

を確保。

想定対象人数※1
必要車両台数

備考
ﾊﾞｽ※2

ﾊﾞｽにより避難する住民 1,196人 40台

観光客等の一時滞在者 687人 20台

観光客2,746人の75％程度が自家用車や貸切ﾊﾞｽ等
で訪問していること（「令和元年島根県観光動態調査
結果」から推計）を踏まえ、残りの25％程度を想定対
象人数として算入

合計 1,883人 60台

※1 数字は現段階で地方公共団体が把握している暫定値
※2 ﾊﾞｽ1台当たり35人程度の乗車を想定

＜全面緊急事態で必要となる輸送能力＞

＜全面緊急事態での輸送能力の確保＞

必要車両台数、確保車両台数
備考

ﾊﾞｽ

（A）必要車両台数 60台

（B）確保車両台数 60台以上

確
保
先

島根県内ﾊﾞｽ会社 60台以上 保有台数681台

※ 不測の事態により確保した輸送能力で対応できない場合、実動組織（警察、消防、海保庁、自衛隊）に支援を要請 42



松江市鹿島地区から避難先施設までの主な経路

 住民6,223人を十分に収容可能な避難所を確保するとともに、地域ごとにあらかじめ避難経路を設定。

自然災害等により避難経路が使用できない場合は、他の経路により避難を実施。

 ﾊﾞｽにより避難する住民は、徒歩等で各地区内の一時集結所に集合し、島根県及び松江市が確保し

たﾊﾞｽにて避難を実施。

ま つ えし か し ま

PAZ

UPZ

大田市

【凡例】
一時集結所
避難経由所
避難所

片句集会所

手結集会所

御津交流館

恵曇集会所

古浦集会所

21

大田市立第一中学校

大田市立朝波小学校

島根県立大田高校

PAZ内
地域

PAZ内
住民数

ﾊﾞｽ避難
者数

自家用車等
避難者数

鹿島地区 6,223人 785人 5,438人

9

9

松江だんだん道路

山陰自動車道

旧宍道湖北部広域農道

431

※円滑な避難を実施するため、避難先市町が避難経由所を
開設し、避難所の開設状況に応じて住民を避難所へ誘導

※避難経由所は、避難元地区の町字ごとにあらかじめ選定済

【主な避難経路② 】※佐陀宮内、北講武、名分
県道264号講武古江線→国道431号（市道古志大野線）→国道
9号（山陰道）→大田市内

【主な避難経路③ 】※御津、南講武、上講武
県道264号講武古江線→県道21号松江島根線→松江だんだん
道路→国道9号（山陰道）→大田市内

まつえし

かたく みつ かみこうぶ

たゆ

えとも

こうら

かしま

おおだ

おおだ

おおだ

あさなみ

かしま

さんいん

しんじこ

まつえ

さだみやうち きたこうぶ みょうぶん

こうぶ ふるえ

おおだしさんいん

みつ みなみこうぶ かみこうぶ

こうぶ ふるえ

おおだしさんいん

まつえまつえ しまね

おおだし

PAZ

鹿島武道館
かしま

上講武公会堂
かみこうぶ

鹿島東小学校
かしまひがし

【主な避難経路① 】※片句、恵曇、手結、武代、古浦、佐陀本郷
市道古浦西長江線→国道431号（市道古志大野線）→国道9号
（山陰道）→大田市内

かたく えとも たゆ

こし おおの

おおだしさんいん

たけだい こうら さだほんごう

こうら にしながえ

こし おおの

264

264

21

264

鹿島文化ﾎｰﾙ
かしま
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松江市生馬地区から避難先施設までの主な経路

 住民1,046人を十分に収容可能な避難所を確保するとともに、地域ごとにあらかじめ避難経路を設定。

自然災害等により避難経路が使用できない場合は、他の経路により避難を実施。

 ﾊﾞｽにより避難する住民は、徒歩等で各地区内の一時集結所に集合し、島根県及び松江市が確保し

たﾊﾞｽにて避難を実施。

ま つ えし い く ま
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PAZ

大田市

【主な避難経路 】

県道37号松江鹿島美保関線→ 国道431号（市道古志
大野線）→県道28号→国道431号→くにびき海岸道路
→国道9号（山陰道）→大田市内

敦賀市

生馬小学校

PAZ内
地域

PAZ内
住民数

バス避難
者数

自家用車等
避難者数

生馬地区 1,046人 132人 914人

大田市立長久小学校

37

UPZ

【凡例】
一時集結所
避難経由所
避難所

9

431

くにびき海岸道路

264
431

いくま

まつえし

いくま

旧宍道湖北部広域農道
しんじこ

旧宍道湖北部広域農道
しんじこ

おおだ ながひさ

まつえ みほのせき こし

おおの

さんいん おおだし

かしま

おおだし

PAZ

※円滑な避難を実施するため、避難先市町が避難経由所を
開設し、避難所の開設状況に応じて住民を避難所へ誘導

※避難経由所は、避難元地区の町字ごとにあらかじめ選定済



松江市古江地区から避難先施設までの主な経路

 住民1,250人を十分に収容可能な避難所を確保するとともに、地域ごとにあらかじめ避難経路を設定。

自然災害等により避難経路が使用できない場合は、他の経路により避難を実施。

 ﾊﾞｽにより避難する住民は、徒歩等で各地区内の一時集結所に集合し、島根県及び松江市が確保し

たﾊﾞｽにて避難を実施。

ふ る えま つ えし
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PAZ

大田市

敦賀市

UPZ

敦賀市

古江小学校

PAZ内
地域

PAZ内
住民数

バス避難
者数

自家用車等
避難者数

古江地区 1,250人 157人 1,093人

旧温泉津中学校

湯里地区体育館

温泉津地区運動場

431

9

【凡例】
一時集結所
避難経由所
避難所

264
431

湖北中学校

【主な避難経路 】

県道264号講武古江線→ 国道431号（市道古志大野線）
→県道28号→国道431号→くにびき海岸道路→国道9号
（山陰道）→大田市内

おおだし

まつえし

こほく

ふるえ

ふるえ

ゆさと

ゆのつ

ゆのつ

こし おおのこうぶ ふるえ

さんいん おおだし

くにびき海岸道路

旧宍道湖北部広域農道
しんじこ

旧宍道湖北部広域農道
しんじこ

PAZ

※円滑な避難を実施するため、避難先市町が避難経由所を
開設し、避難所の開設状況に応じて住民を避難所へ誘導

※避難経由所は、避難元地区の町字ごとにあらかじめ選定済



松江市島根地区から避難先施設までの主な経路

 住民968人を十分に収容可能な避難所を確保するとともに、地域ごとにあらかじめ避難経路を設定。

自然災害等により避難経路が使用できない場合は、他の経路により避難を実施。

 ﾊﾞｽにより避難する住民は、徒歩等で各地区内の一時集結所に集合し、島根県及び松江市が確保し

たﾊﾞｽにて避難を実施。

し ま ねま つ えし
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PAZ

UPZ

奥出雲町

ﾏﾘﾝｹﾞｰﾄしまね

21

314

横田公園

9

【凡例】
一時集結所
避難経由所
避難所

松江自動車道

【主な避難経路 】

県道21号松江島根線→国道431号→
松江だんだん道→山陰道→松江自動車道
→国道314号→奥出雲町内

PAZ内
地域

PAZ内
住民数

バス避難
者数

自家用車等
避難者数

島根地区 968人 122人 846人

PAZ

まつえし

しまね

よこた

おくいずもちょう
まつえ しまね

まつえ まつえさんいん

松江だんだん道路
まつえ

※円滑な避難を実施するため、避難先市町が避難経由所を
開設し、避難所の開設状況に応じて住民を避難所へ誘導

※避難経由所は、避難元地区の町字ごとにあらかじめ選定済

おくいずもちょう



 PAZ及びUPZ内の住民の車両による避難を円滑に行うため、ﾍﾘからの映像伝送により道路渋滞を把
握し、県警察による避難車両の誘導や、主要交差点等における交通整理・規制、「道路情報板」等を
活用した広報等の交通対策を行う。

避難を円滑に行うための対応策①

１．交通誘導対策

・主要交差点等における警察職員等の

交通整理により、円滑な避難誘導を実

施

２．交通広報対策

・道路管理者が管理する 「道路情報

板」及び警察が管理する「交通情報板」

を活用した広報

・日本道路交通情報ｾﾝﾀｰ（JARTIC）が

行うﾗｼﾞｵ放送、交通情報提供ｼｽﾃﾑ

（AMIS）を利用したｶｰﾅﾋﾞへの情報提供

による広報

・県配備の「避難誘導・交通規制用LED

表示装置」による広報 等

３．交通規制対策

・混雑発生交差点における信号機操作、

混雑ｴﾘｱでの交通整理・誘導・規制等に

よる円滑な交通流の確保

・信号機の滅灯等動作不能の事態が発

生した場合は、自動起動式発動発電機

による応急復旧、警察官等による主要

交差点等における交通規制により対応

【自動起動式発動発電機付信号機】

避難経路等に設置

【ﾍﾘによる映像伝送】

道路渋滞状況を把握し、避
難誘導・交通規制

：道路情報板設置箇所

【凡例】

：自動起動式発動発電機付信号機（※）

：交通整理・誘導を行う主な交差点（※）

【避難誘導ｲﾒｰｼﾞ】

主要交差点にて実施

 PAZ及びUPZ内の住民の車両による避難を円滑に行うため、ﾍﾘからの映像伝送等により道路渋滞を
把握し、県警察による避難車両の誘導や、主要交差点等における交通整理・規制、「道路情報板」等
を活用した広報等の交通対策を行う。

※松江市、出雲市などの市街地には多数設置・設定
されている。上図では主要な箇所のみ記載。

PAZ

UPZ 大芦入口三差路

上講武三差路

西浜佐陀踏切南

佐太橋三差路

松江JCT

大島交差点

本田交差点

三刀屋木次ICﾗﾝﾌﾟ
入口交差点

上道交差点

西工業団地入口交差点

幸神町交差点

寿鉄工先交差点等

米子駅前交差点

二本木交差点

まつえし いずもし

まつえ

よなご

かみこうぶ

おおじま

ほんでん

みとや きすき

にしはまさだ

さだばし

おわし

かわつきた

あがりみち

こうじんちょう

とみます

ことぶきてっこう

にほんぎ

島根地域における交通対策

富益農協前交差点等
川津北三差路
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にしこうぎょう

とみます



 島根県では、島根県警交通管制ｾﾝﾀｰに「原子力災害時の避難・誘導ｼｽﾃﾑ」を導入。避難経路上の信号を
一斉に「青色灯火」とすることで、避難する車両は優先的な通行が可能。同ｼｽﾃﾑの実効性を高めるため、信
号制御機の高度化更新、交通流監視ｶﾒﾗ、自家発電機付信号機を順次整備。また、ｳｪﾌﾞｻｲﾄ「島根県避難
ﾙｰﾄﾏｯﾌﾟ」を作成。地区ごとの一時集結所、避難経路、避難退域時検査場所のほか、避難指示や道路の渋
滞情報などを提供。

 鳥取県では、ｽﾏｰﾄﾌｫﾝ対応の「鳥取県原子力防災ｱﾌﾟﾘ」を作成。地区ごとのﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ情報、避難指示、一時
集結所、避難経路、避難退域時検査場所のほか、道路の渋滞情報などを提供。

避難を円滑に行うための対応策②

島根県警察本部の交通管制ｾﾝﾀｰに「原子力災害時の避難・誘導ｼｽﾃﾑ」を
整備。ｼｽﾃﾑ上で選択した信号機を意図的に長い時間「青色灯火」にすること
により、避難車両の優先通行が可能

島根県警察本部

鳥取県島根県

交通管制ｾﾝﾀｰ

48
島根県避難ﾙｰﾄﾏｯﾌﾟ



自然災害等により避難先が被災した場合の避難先の多重確保

 自然災害等により、あらかじめ定めた避難先自治体で避難者の受入れができなくなった場合は、中国地方の災害等
発生時の広域支援に関する協定等を締結している県との間で、島根県、鳥取県又は国が調整の上、避難先を決定
する。

 中国地方で避難先が充足しない場合は、不足分について中国地方以外の災害等発生時の広域支援に関する協定
等を締結している府県との間で、島根県、鳥取県又は国が調整の上、避難先を決定する。

 なお、鳥取県は、災害の状況に応じて島根県から要請があった場合に、島根県の避難者を受け入れる予備的避難
先地域を鳥取県内に確保している。

49

㋑

㋐

㋒

㋐中国5県災害等発生時の広域支援に関する協定（平成24年
3月1日）
【締結】鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県
【支援内容】避難者を受け入れるための施設の提供 ほか

㋑中国・四国地方の災害等発生時の広域支援に関する協定
（平成24年3月1日）
【締結】鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県、徳島県、香川県、
愛媛県、高知県

【支援内容】避難者を受け入れるための施設の提供 ほか

㋒関西広域連合と中国地方知事会との災害時の相互応援に
関する協定（平成29年6月5日）
【締結】関西広域連合（滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、
和歌山県、鳥取県、徳島県、京都市、大阪市、堺市、神戸市）、
中国地方知事会（鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県）

【支援内容】住民の避難、被災者等の救援・救護及び災害応急・復旧
対策に係る人的・物的支援、施設若しくは業務の提供又はそれらの
斡旋 ほか



6．UPZ内における対応
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＜対応のﾎﾟｲﾝﾄ＞

1. 全面緊急事態に至った場合、放射性物質の放出前の段階において、住民（避難行動要支援者を含
む。）は屋内退避を開始するため、これを円滑に実施できる体制が必要。

2. 放射性物質の放出後は、緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞの結果を踏まえて、原子力災害対策指針で定める基準
（OIL）に基づき、空間放射線量率が基準値を超える区域を特定し、当該区域の住民が一時移転等

を行うこととなるため、一時移転等できる体制を整備。一時移転等の対象区域以外は、原子力災害
対策本部の指示があるまで屋内退避を継続。



 全面緊急事態に至った場合、放射性物質の放出前の段階において、UPZ内住民は、屋内退避を開始する。

 万が一放射性物質の放出に至った場合、放射性ﾌﾟﾙｰﾑが通過している間に屋外で行動するとかえって被ばくのﾘｽｸ
が増加するおそれがあるため、屋内退避を継続する。

 その後、原子力災害対策本部が、緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞの結果に基づき、原子力災害対策指針で定める基準（OIL）に基づ
き、空間放射線量率が基準値を超える区域を特定する。 OIL1に該当する毎時500μSv超過の区域を数時間内を目
途に特定し、当該特定された地域の住民は、速やかに避難等（移動が困難な者の一時屋内退避を含む。）を行う。ま
た、 OIL2に該当する毎時20μSv超過の区域を1日内を目途に特定し、当該特定された地域の住民は、1週間程度内
に一時移転を行う。

UPZ内における防護措置の考え方
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出典： 地理院地図（白地図）をもとに内閣府（原子力防災）作成
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と特定された区域

速やかに避難等

放射性物質の放出

全面緊急事態
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と特定された区域

UPZ内は
屋内退避

PAZ内は
即時避難

よなごし

米子市



一時移転等に備えた関係者の対応

 島根県、鳥取県及び関係市は、警戒事態で対策会議・災害警戒本部等を開催又は設置し、施設敷地
緊急事態で災害対策本部に移行。

 関係市は、動員計画等に基づき、対象となる各地区に職員を配置。

 島根県及び鳥取県は、住民の一時移転等に備え、中国5県ﾊﾞｽ協会との「原子力災害時等における緊
急輸送等の協定」等に基づき、ﾊﾞｽの派遣準備を要請。
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UPZ
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いずもし
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（島根県原子力防災ｾﾝﾀｰ） 鳥取県災害対策本部

（鳥取市）

まつえし

とっとりし境港市災害対策本部
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